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第２章第２章第２章第２章    　インドの電力セクターと電力事情　インドの電力セクターと電力事情　インドの電力セクターと電力事情　インドの電力セクターと電力事情

2.12.12.12.1 　電力セクターの概要　電力セクターの概要　電力セクターの概要　電力セクターの概要

 

 中央政府の電力関連組織には、電力省（MOP）・新エネルギー省（MNES）・石炭省（DOC）・原子

力省（DAE）などがある。

 電力省 MOP は、電源開発と訓練・人的資源開発に関わる政策・計画の策定、発電と電力供給に関

わる法律の施行・監督を担当し、電力分野において、中央政府の間連官庁、企画委員会（PC）なら

びに州政府との接点となっている。

 

 電力省の下に、国の電力政策を策定・全国レベルにおける電力資源の開発／利用の調整・電力部門

に関する情報収集／伝達する一元機関として中央電力庁（CEA）、北部・西部・東部・南部４地域に

火力発電所を所有／運転して州電力局などに電力を卸供給する国立火力発公社(NTPC)、北部と北東

部に水力発電所を所有／運転して州電力部に電力を卸供給する国立水力発電公社（NHPC）、インド

地域内／地域間の送電を所管するパワーグリッド公社(PGCL)、電気工学の応用研究とインド国内

メーカーが製造する電気機器を試験認証する中央電力研究所(CPRI)、電気事業者の従業員を訓練する

国立電力研修所(NPTI)、水力・石炭など豊富な資源を開発して北東部の電源開発を所管する北東電力

公社(NEEPCO)、ダモダル渓谷地域における多目的開発を担当するダモダル渓谷開発公社(DVC)、

バークラビース渓谷管理公社(BBMB)、プロジェクトへの融資を担当する電力融資公社(PFC)、農村

電化の推進を担当する農村電化公社(REC)が置かれている。

 

 州政府レベルの電気事業者には、州電力局(SEB)や州発電公社の他、地方政府レベルでの配電業者

などがある。

 州電力局（SEB）は、それぞれの州内において効率的かつ経済的な発電・送電・配電を実施するた

めに設置されており、現在、SEB は事業者発電設備の約 61%を所有運転し、18 の SEB、13 の州／

直轄地電力部および、25州と 7直轄地におのおの一つの地方営業所を持つ。

 中央政府の傘下にある国立電気事業者は、基幹送電線の建設・運用や、一部火力・水力・原子力の

卸売りに限定した事業を担当しているが、各州での電力事業は各州の電力局(SEB)が担当しているの

で、今日のインドにおける電力問題は過半の発電設備を持ち圧倒的多数の需要家に対して電気の供給

責任を負う、SEBの問題と言っても過言ではない。

 SEB は、自立的な経営主体ではあるが、実際は料金設定・職員の任免・給与・予算・投資・借入

の設定など、あらゆる側面で州政府の干渉を受けており、その財務状況はおしなべて脆弱である。

（注：電力セクター再編と構造改革の政府方針により SEBが再編されつつある。）

 ライセンスを保有して電気事業を営んでいる私営電力会社（民間ライセンス保有者）は 57 社あり
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その多くは配電専業だが、代表的な事業者であるタタ電力会社・アーメダバード電力会社・ボンベイ

郊外電力供給会社（BSES）・カルカッタ電力供給会社は発電設備も保有している。

 州際・地域間の融通を行う機構として地域電力協議会（REB）が、北部・西部・東部・南部・北東

部の５ヶ所に置かれている。

 

 電力セクターの中央政府機関は当分の間現状のまま推移すると見られているが、州政府が管轄して

いる州電力局(SEB)はそれぞれの州の状況を踏まえつつ今後再編と構造改革が進められていくことと

なっている。

 現時点でのインド電力関係組織図を、図 2.1「インド電力関係組織図」に示した。

 
 図図図図 2.1  2.1  2.1  2.1  インド電力関係インド電力関係インド電力関係インド電力関係    組織図組織図組織図組織図

 

（注） * カルカッタ電力供給会社、アーメダバード発電会社、タタ電力会社他
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2.2.2.2.2222　電力セクターの再編と構造改革　電力セクターの再編と構造改革　電力セクターの再編と構造改革　電力セクターの再編と構造改革

 

 電力省(MOP) は、1996 年 10 月と 12 月に開催された各州知事との打合せで、SEB の再編に関す

る「A Common Minimum National Action Plan for Power (CMNAPP) for reforming the SEB’s」を

示し、SEBへ可能な限りの自治権を認可する旨を通達するとともに公表した。

 この公表内容をインド政府は「Electricity Regulatory Commission Act 1998 for setting up of

CERC and SERC (ERC Act 1998)」 として公布した。

 

 １８の州電力局(SEB)のなかで東部地域にあるオリッサ州は、1996 年に世界銀行支援の下に改革に

着手し、同年に「the Orissa Electricity Reforms Act」の発効、Orissa State Electricity Regulatory

Commissionの設置を経て、SEBを Orissa Generating Company・ Orissa Hydro Electric Power

Company・ Grid Corporation of Orissa などに再編した。オリッサ州の改革結果を支援する世界銀

行も良好な進捗と評価しており、インド国内でもっとも改革の進んでいる州とみられている。

 　

 その後、ハリアナ州 ・アンドラプラデシュ州 ・ウッタルプラデシュ州 ・カルナタカ州がオリッ

サ州に続いて State Reforms Acts を制定し、SEB の再編（分割）と改革へ向け動き出している。

 また、ウエストベンガル ・タミルナドー ・パンジャブ・デリー ・グジャラート ・マディアプラ

デシュ ・アルナチャルプラデシュ ・マハラシュトラ等の州や都市が ＳＥＲＣ（州電力監理委員

会）を既に設立し独立の電力行政監理機関となっている。

 オリッサ ・アンドラプラデシュ ・カルナタカ州は SEB の再編（分割）と法人化が既に完了し、

ウッタルプラデシュ州も目下進行中である。

 

 州電力セクターの改革は，世界銀行・アジア開発銀行などの支援を受けて進捗しており、改革の機

軸は、各州毎に新設された／または新設される州電力監理委員会ＥＲＣs（State  Electricity

Regulatory Commissions）の成果にある。すなわちこの ERCｓが、電力料金の合理化と内部補完の

透明化を達成しながら電気料金に関する問題点を解決して、州政府がかかえている危機的財政状況を

改善できるかどうかが改革の成否を分けるであろう。

 州電力セクター改革の基本は財政バランスであり，その根幹をなすのは電気料金収入と発・送配電

コストのバランスである。1948年設定の電気事業法 49条で，州電力局は，収益率（ＲＯＲ：rate of

return）を補助金制度を含めて３％を維持するよう規定されているが，1996年から 1997年の間で補

助金を含めて３％を越えた州は，僅かにマハラシュトラ州・ヒマチャルプラデシュ州・パンジャブ

州・タミールナド州の４州電力局のみである。この３％の設定にも問題があり，新電気事業法案では

「合理的な収益率」として見直される方向にある。

 本年 2000 年 2 月に，関係閣僚会議が開催されて，電力セクターの基本事項が協議されているが，
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その内容については公表されていない。

 電力セクターの改革では，送電線公社の役割が大きく浮かび上がっている。中央の POWER

GRID と州政府の下で設立される州送電公社はいずれも州政府直轄機関の位置付けであり，送電部門

への民間資本の参入は厳しく制限されている。しかし，必ずしも否定されているわけではなく，中央

送電公社または州送電公社の提案で，中央及び州の電力規制委員会が認めた場合は，局部的に民間資

本の参入を認めている。この制度に関するガイドラインが設定されて，既に公表されている。

 

2.32.32.32.3　電力設備の現状　電力設備の現状　電力設備の現状　電力設備の現状

1999 年 3 月時点での発電設備容量は 93,253MW で、設備の構成割合は、火力 72％（内ガスと

ディーゼル燃料は総火力の 14％程度）・水力 24％・原子力 3％･風力 1%である。

1999年時点での総電力需要量は約 3,950億 kWh程度で、需要の用途割合は、住宅 23% ・商

業７% ・産業 41% ・農業 26% ・輸送 3%である。

地域別電源を大きさの順に上げると，最大はマハラシュトラ州の 11,567.16MW を最大とする西地

域の 28,653.56MW、 ２番目はパンジャブ州の 3,928.94MW を最大とする北地域の 25,333.59MW、

３番目がタミールナド州の 5,988.25Mw を最大とする南地域の 22,875.01MW，４番目にアッサム州

の 621.69MWを最大とする北東地域の 1,714.43MWとなっている。

インド全国の発電設備容量を表 2.1に「インド全発電設備容量」、表 2.2に「発電設備容量（所有者

別）」、表 2.3に「発電設備容量（州と地域別）」を示した。

表表表表 2.1  2.1  2.1  2.1  全発電設備容量全発電設備容量全発電設備容量全発電設備容量    （（（（1999199919991999年年年年 3333月月月月 31313131日現在）日現在）日現在）日現在）

中央政府 州政府 民間 計

水力 2,509.01 19,478.27 456.00 22,443.28

火力 23,637.10 37,487.04 6,436.62 67,560.76

原子力 2,225.00 - - 2,225.00

風力 - 52.59 971.41 1,024.00

(計) 28,371.11 57,017.90 7,864.03 93,253.04

単位：MW

（出典： CEA Annual Report 1998-1999）

第 9 次 5 カ年計画における電力開発の総容量は，40,245.2MW とされており，その内訳は，水力

9,819.7MW（中央機関 3,455.0MW，州機関 5,814.7MW，民間 550.0MW），火力 29,545.5MW（中

央機関 7,574.0MW，州機関 4,933.0MW，民間 17,038.5MW），原子力 880.0MW となっている。こ

の火力 29,545.5MWの中で 6,000.0MWがＬＮＧ火力の開発に向けられる。
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表表表表 2.2   2.2   2.2   2.2   発電設備容量発電設備容量発電設備容量発電設備容量（所有者別）（所有者別）（所有者別）（所有者別）

（出典：CEA Annual Report 1998～1999）
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表表表表 2.3   2.3   2.3   2.3   発電設備容量発電設備容量発電設備容量発電設備容量（州と地域別）（州と地域別）（州と地域別）（州と地域別）

（出典：CEA Annual Report 1998～1999）
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表表表表 2.4   2.4   2.4   2.4   電力需給状況電力需給状況電力需給状況電力需給状況（州と地域別）（州と地域別）（州と地域別）（州と地域別）

（出典：CEA Annual Report 1998～1999）
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表表表表 2.5   2.5   2.5   2.5   送配電ロス送配電ロス送配電ロス送配電ロス

（出典：CEA Annual Report 1998～1999）
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